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別紙１

計算書類に対する注記

（法人単位）

１．継続事業の前提に関する注記                                                                      

該当なし

２．重要な会計方針                                                                                  

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　ア．(ｱ)時価のあるもの‥移動平均法に基づく原価法

　　　(ｲ)時価のないもの‥移動平均法に基づく原価法

　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　‥個別法による原価法

　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　‥個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　ア．有形固定資産

　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　残存価額を取得価額の10％とした定額法‥耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額（1円）ま

　　　　で償却する。

　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　残存価額を0円とした定額法‥償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額（1円）を控除した

　　　　金額に達するまで償却する。

　イ．無形固定資産

　　　残存価額を0円とした定額法。

　ウ．リース資産

　　　該当なし。

(3)引当金の計上基準

　ア．退職給与引当金

　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、当該会計年度までに負担すべき額を見積り計上する。

　イ．賞与引当金

　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(4)リース取引

　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)税効果会計の導入について

　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理

　ア．消費税等の会計処理は、税込方式による。
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３．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

４．法人で採用する退職給付制度                                                                      

全国社会福祉団体職員退職手当積立基金制度（確定給付制度）に加入し、退職手当の額等は当法人給与規定

による。

５．法人が作成する計算書類と拠点区分、サービス区分                                                  

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 法人全体の計算書類(第１号第１様式、第２号第１様式、第３号第１様式)

(2) 財産目録(別紙４）

(3) 事業区分別内訳表(第１号第２様式、第２号第２様式、第３号第２様式)

(4) 社会福祉事業における拠点区分別内訳表(基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

(5) 収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第１号第３様式、第２号第３様式、第３号第３様式)

(6) 付属明細書(別紙３①～⑦)

(7) 各拠点区分におけるサービス区分の内容

　ア．補助金拠点区分　　　(ｱ)法人運営事業　(ｲ)ボランティアセンター事業　(ｳ)日常生活自立支援事業

　イ．受託金拠点区分　　　(ｱ)地域生活支援事業　(ｲ)阿波市障害者地域活動支援センター事業

　　　　　　　　　　　　　(ｳ)生活困窮者自立支援事業

　ウ．善意銀行拠点区分　　(ｱ)善意銀行事業

　エ．共同募金拠点区分　　(ｱ)共同募金配分金事業

　オ．介護保険拠点区分　　(ｱ)居宅介護支援事業　(ｲ)訪問介護事業　(ｳ)あわデイサービスセンター事業

　　　　　　　　　　　　　※(ｲ）訪問介護事業については、令和8年1月31日廃止

　カ．指定管理拠点区分　　(ｱ)地域福祉センター管理経営事業　(ｲ)保健センター管理経営事業

　　　　　　　　　　　　　(ｳ)老人福祉センター管理経営事業　(ｴ)健康福祉センター管理経営事業　

　キ．公共交通拠点区分　　(ｱ)阿波市公共交通予約センター事業

６．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

（単位：円）

基本財産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

定期預金     6,000,000            0            0    6,000,000

合            計     6,000,000            0            0    6,000,000

７．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

８．担保に供している資産                                                                            

(1)担保に供されている資産は以下のとおりである。

定期預金（㈱）徳島銀行　　　10,000,000円

(2)担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

該当なし

-5-



９．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

構築物     5,020,750    3,712,061    1,308,689

機械及び装置    10,903,150   10,903,138           12

車両運搬具    30,720,927   30,720,913           14

器具及び備品    31,495,926   30,885,774      610,152

ソフトウエア       189,000      189,000            0

合            計    78,329,753   76,410,886    1,918,867

１０．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                          

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし

１１．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

（単位：円）

種類及び銘柄 帳簿価額 時　　価 評価損益

利付国債（20年）第177回    10,000,000    6,894,000  △3,106,000

第329回四国電力    10,000,000    9,936,000     △64,000

合            計    20,000,000   16,830,000  △3,170,000

１２．関連当事者との取引の内容                                                                      

関連当事者との取引の内容は次のとおりである。                                                        

    該当なし

１３．重要な偶発債務                                                                                

    該当なし

１４．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１５．合併及び事業の譲渡若しくは事業の譲受け                                                        

    該当なし
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１６．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

(１)貸借対照表に関する注記

　　退職手当積立基金預け金資産は、全国社会福祉団体職員退職金手当積立金として各加入団体が拠出し

　　た掛金を運用している信託財産であり、掛け金受入額は退職手当積立基金預け金勘定として処理して

　　いる。
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別紙２

計算書類に対する注記

（補助金拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　ア．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　(ｱ)時価のあるもの‥移動平均法に基づく原価法

　　　　(ｲ)時価のないもの‥移動平均法に基づく原価法

　　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　‥個別法による原価法

　　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　　‥個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　　ア．有形固定資産

　　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　　残存価額を取得価格の10％とした定額法‥耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額（1円）ま

　　　　　で償却する。

　　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　　残存価額を0円とした定額法‥償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額（1円）を控除した

　　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　　ア．退職給与引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、当該会計年度までに負担すべき額を見積り計上する。

　　イ．賞与引当金

　　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(4)リース取引

　　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)税効果会計の導入について

　　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理

　　ア．消費税等の会計処理は、税込み方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員手当積立基金制度（確定給付制度）に加入し、退職手当の額等は、当法人給与規定

による
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　(1)拠点区分計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　(2)基本財産及びその他の固定資産の明細書（別紙３⑧）

　(3)引当金明細書（別紙３⑨）

　(4)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）

　(5)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　(6)積立金・積立資産明細書（別紙３⑫）

　(7)サービス区分間繰入金明細書（別紙３⑬）

　(8)サービス区分間貸付金残高証明書（別紙３⑭）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

構築物     1,330,000      963,651      366,349

車両運搬具     2,786,251    2,786,249            2

器具及び備品     9,817,881    9,543,462      274,419

ソフトウエア       189,000      189,000            0

合            計    14,123,132   13,482,362      640,770

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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別紙２

計算書類に対する注記

（受託金拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　ア．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　(ｱ)時価のあるもの‥移動平均法に基づく原価法

　　　　(ｲ)時価のないもの‥移動平均法に基づく原価法

　　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　‥個別法による原価法

　　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　　‥個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　　ア．有形固定資産

　　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　　残存価額を取得価格の10％とした定額法‥耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額（1円）ま

　　　　　で償却する。

　　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　　残存価額を0円とした定額法‥償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額（1円）を控除した

　　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　　ア．退職給与引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、当該会計年度までに負担すべき額を見積り計上する。

　　イ.賞与引当金

　　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(4)リース取引

　　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)税効果会計の導入について

　　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理は、税込み方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員手当積立基金制度（確定給付制度）に加入し、退職手当の額等は、当法人給与規定

による
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1)拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

(2)基本財産及びその他の固定資産の明細書（別紙３⑧）

(3)引当金明細書（別紙３⑨）

(4)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）

(5)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

(6)積立金・積立資産明細書（別紙３⑫）

(7)サービス区分間繰入金明細書（別紙３⑬）

(8)サービス区分間貸付金残高証明書（別紙３⑭）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

車両運搬具     3,850,000    3,849,999            1

器具及び備品     1,301,000    1,300,996            4

合            計     5,151,000    5,150,995            5

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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別紙２

計算書類に対する注記

（善意銀行拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　ア.有価証券の評価基準及び評価方法

　　　(ｱ)時価のあるもの･･移動平均法に基づく原価法

　　　(ｲ)時価のないもの･･移動平均法に基づく原価法

　　イ.棚卸資産の評価基準及び評価法

　　　･・個別法による原価法

　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく薄価格切下げの方法により算定

　　　・・個別用による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　　ア.有形固定資産

　　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　　残存価額を所得価格の10％とした定額法‥耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額（1円）ま

　　　　　で償却する。

　　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　　残存価額を0円にした定額法‥償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額（1円）を控除した

　　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　　ア．退職給与引当金

　　　　該当なし

　　イ．賞与引当金

　　　　該当なし

（4）リース取引

　　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

（5）税効果会計の導入について

　　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

（6）消費税等の会計処理等

　　ア．消費税等の会計処理は、税込方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

    該当なし
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　(1)拠点区分計算書類（会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式）

　(2)基本財産及びその他の固定資産の明細書（別紙３⑧）

　(3)引当金明細書（別紙３⑨）

　(4)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）

　(5)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　(6)積立金・積立資産明細書（別紙３⑫）

　(7)サービス区分間繰入金明細書（別紙３⑬）

　(8)サービス区分間貸付金残高証明書（別紙３⑭）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

車両運搬具     4,042,525    4,042,523            2

器具及び備品     6,118,765    6,061,188       57,577

合            計    10,161,290   10,103,711       57,579

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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別紙２

計算書類に対する注記

（共同募金配分金拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　　ア．有価証券の評価基準及び評価方法　

　　　　(ｱ)時価のあるもの‥移動平均法に基づく原価法

　　　　(ｲ)時価のないもの‥移動平均法に基づく原価法

　　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　‥個別法による原価法

　　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　　‥個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　　ア．有形固定資産

　　　　(ｱ)平成19年3年31日以前に取得したもの

　　　　　残存価額を取得価格の10％とした定額法‥耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額（1円）ま

　　　　　で償却する。

　　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　　残存価額を0円とした定額法‥償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額（1円）を控除した

　　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　　ア．退職給付引当金

　　　　該当なし

　　イ．賞与引当金

　　　　該当なし

(4)リース取引

　　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)消費税等の会計処理は、税込み方式による。

　　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理

　　ア．消費税等の会計処理は、税込み方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員手当積立基金制度（確定給付制度）に加入し、退職手当の額等は、当法人給与規定

による
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

　(1)拠点区分計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

　(2)基本財産及びその他の固定資産の明細書（別紙３⑧）

　(3)引当金明細書（別紙３⑨）

　(4)拠点区分資金収支明細書（別紙３⑩）

　(5)拠点区分事業活動明細書（別紙３⑪）

　(6)積立金・積立資産明細書（別紙３⑫）

　(7)サービス区分間繰入金明細書（別紙３⑬）

　(8)サービス区分間貸付金残高証明書（別紙３⑭）

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

車両運搬具     3,548,000    3,547,997            3

器具及び備品     1,231,805      953,685      278,120

合            計     4,779,805    4,501,682      278,123

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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別紙２

計算書類に対する注記

（介護保険拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　ア．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　(ｱ)時価のあるもの･･移動平均法に基づく原価法

　　　(ｲ)時価のないもの･･移動平均法に基づく原価法

　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　･･個別法による原価法

　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　･･個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　ア．有形固定資産

　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　残存価額を取得価格の10％とした定額法･･耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額(1円)ま

　　　　で償却する。

　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　残存価額を0円とした定額法･･償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額(1円)を控除した

　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　ア．退職給付引当金

　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、当該会計年度までに負担すべき額を見積り計上する。

　イ．賞与引当金

　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(4)リース取引

　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)税効果会計の導入について

　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理

　ア．消費税等の会計処理は、税込み方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員手当積立基金制度(確定給付制度)に加入し、退職手当の額等は、当法人給与規程

による
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

(2) 基本財産及びその他の固定資産の明細書(別紙３⑧)

(3) 引当金明細書(別紙３⑨)

(4) 拠点区分資金収支明細書(別紙３⑩)

(5) 拠点区分事業活動明細書(別紙３⑪)

(6) 積立金･積立資産明細書(別紙３⑫)

(7) サービス区分間繰入金明細書(別紙３⑬)

(8) サービス区分間貸付金残高証明書(別紙３⑭)

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

機械及び装置     4,066,600    4,066,593            7

車両運搬具    16,494,151   16,494,145            6

器具及び備品    12,029,893   12,029,866           27

合            計    32,590,644   32,590,604           40

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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別紙２

計算書類に対する注記

（指定管理拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　ア．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　(ｱ)時価のあるもの･･移動平均法に基づく原価法

　　　(ｲ)時価のないもの･･移動平均法に基づく原価法

　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　･･個別法による原価法

　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　･･個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　ア．有形固定資産

　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　残存価額を取得価格の10％とした定額法･･耐用年数到来後も使用する場合は備忘価格(1円)ま

　　　　で償却する。

　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　残存価格を0円とした定額法･･償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価格(1円)を控除した

　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　ア．退職給付引当金

　　　該当なし

　イ．賞与引当金

　　　該当なし

(4)リース取引

　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)税効果会計の導入について

　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理

　ア．消費税等の会計処理は、税込み方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員手当積立基金制度(確定給付制度)に加入し、退職手当の額等は、当法人給与規程

による
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

(2) 基本財産及びその他の固定資産の明細書(別紙３⑧)

(3) 引当金明細書(別紙３⑨)

(4) 拠点区分資金収支明細書(別紙３⑩)

(5) 拠点区分事業活動明細書(別紙３⑪)

(6) 積立金･積立資産明細書(別紙３⑫)

(7) サービス区分間繰入金明細書(別紙３⑬)

(8) サービス区分間貸付金残高証明書(別紙３⑭)

５．基本財産の増減の内容及び金額                                                                    

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。                                                  

    該当なし

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

（単位：円）

取得価額 減価償却 当期末残高

累計額

構築物     3,690,750    2,748,410      942,340

機械及び装置     6,836,550    6,836,545            5

器具及び備品       996,582      996,577            5

合            計    11,523,882   10,581,532      942,350

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし
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１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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別紙２

計算書類に対する注記

（公共交通予約センター拠点区分）

１．重要な会計方針                                                                                  

(1)有価証券の評価基準及び評価方法

　　ア．有価証券の評価基準及び評価方法

　　　　(ｱ)時価のあるもの･･移動平均法に基づく原価法

　　　　(ｲ)時価のないもの･･移動平均法に基づく原価法

　　イ．棚卸資産の評価基準及び評価方法

　　　　･･個別法による原価法

　　　　貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定

　　　　･･個別法による原価法に基づく低価法

(2)固定資産の減価償却の方法

　　ア．有形固定資産

　　　　(ｱ)平成19年3月31日以前に取得したもの

　　　　　残存価格を取得価格の10％とした定額法･･耐用年数到来後も使用する場合は備忘価額(1円)ま

　　　　　で償却する。

　　　　(ｲ)平成19年4月1日以降に取得したもの

　　　　　残存価格を0円とした定額法･･償却累計額が当該資産の取得価格から備忘価額(1円)を控除した

　　　　　金額に達するまで償却する。

(3)引当金の計上基準

　　ア．退職給付引当金

　　　　職員に対して将来支給する退職金のうち、当該会計年度までに負担すべき額を見積り計上する。

　　イ．賞与引当金

　　　　職員に支給する賞与のうち、当該会計年度の負担に属する額を見積り計上する。

(4)リース取引

　　ア．取引開始日が会計基準移行前の所有権移転外ファイナンスリースは、通常の賃貸借処理による。

(5)税効果会計の導入について

　　ア．法人税、法人住民税及び事業税については、税効果会計を適用する。

(6)消費税等の会計処理

　　ア．消費税等の会計処理は、税込み方式による。

２．重要な会計方針の変更                                                                            

    該当なし

３．採用する退職給付制度                                                                            

全国社会福祉団体職員手当積立基金制度(確定給付制度）に加入し、退職手当の額等は、当法人給与規程

による
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４．拠点が作成する計算書類とサービス区分                                                            

当拠点区分において作成する計算書類は以下のとおりになっている。

(1) 拠点計算書類(会計基準省令第１号第４様式、第２号第４様式、第３号第４様式)

(2) 基本財産及びその他の固定資産の明細書(別紙３⑧)

(3) 引当金明細書(別紙３⑨)

(4) 拠点区分資金収支明細書(別紙３⑩)

(5) 拠点区分事業活動明細書(別紙３⑪)

(6) 積立金・積立資産明細書(別紙３⑫)

(7) サービス区分間繰入金明細書(別紙３⑬)

(8) サービス区分間貸付金残高証明書(別紙３⑭)

６．基本金又は固定資産の売却若しくは処分に係る国庫補助金等特別積立金の取崩し                        

    該当なし

７．担保に供している資産                                                                            

    該当なし

８．有形固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高                                            

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。                            

    該当なし

９．債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高                                            

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。                          

    該当なし

１０．満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益                                      

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は、以下のとおりである。                    

    該当なし

１１．重要な後発事象                                                                                

    該当なし

１２．その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び                          

純資産の状態を明らかにするために必要な事項                                                          

    該当なし
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